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第
百
六
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
調
査
の
嘱
託
）

第
百
六
条
の
二

税
務
署
長
は
、
公
売
不
動
産
の
最
高
価
申
込
者
等
（
そ
の
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
役

員
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）が
暴
力
団
員
等
に
該
当
す
る
か
否
か
に
つ
い
て
、
必
要
な
調
査
を
そ
の
税
務

署
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
警
察
に
嘱
託
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
公
売
不
動
産
の
最
高
価
申

込
者
等
が
暴
力
団
員
等
に
該
当
し
な
い
と
認
め
る
べ
き
事
情
が
あ
る
も
の
と
し
て
財
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、

こ
の
限
り
で
な
い
。

２

税
務
署
長
は
、
自
己
の
計
算
に
お
い
て
最
高
価
申
込
者
等
に
公
売
不
動
産
の
入
札
等
を
さ
せ
た
者
が
あ
る
と
認

め
る
場
合
に
は
、
当
該
公
売
不
動
産
の
入
札
等
を
さ
せ
た
者
（
そ
の
者
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
は
、
そ
の
役
員
。

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。）が
暴
力
団
員
等
に
該
当
す
る
か
否
か
に
つ
い
て
、
必
要
な
調
査
を
そ
の
税
務
署
の

所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
警
察
に
嘱
託
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
公
売
不
動
産
の
入
札
等
を
さ
せ

た
者
が
暴
力
団
員
等
に
該
当
し
な
い
と
認
め
る
べ
き
事
情
が
あ
る
も
の
と
し
て
財
務
省
令
で
定
め
る
場
合
は
、
こ

の
限
り
で
な
い
。

第
百
七
条
第
一
項
中
「
若
し
く
は
」
の
下
に
「
第
五
項
若
し
く
は
」
を
加
え
、「
売
却
決
定
の
取
消
し
」
を
「
買
受

代
金
の
納
付
の
期
限
等
」
に
改
め
、
同
条
第
四
項
中
「
公
告
の
日
」
を
「
公
告
等
」
に
改
め
る
。

第
百
八
条
第
三
項
中
「
の
返
還
」
を
削
り
、
同
条
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

５

税
務
署
長
は
、
公
売
不
動
産
の
最
高
価
申
込
者
等
又
は
自
己
の
計
算
に
お
い
て
最
高
価
申
込
者
等
に
公
売
不
動

産
の
入
札
等
を
さ
せ
た
者
が
次
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
と
認
め
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
最
高
価
申
込
者
等
を

最
高
価
申
込
者
等
と
す
る
決
定
を
取
り
消
す
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。

一

暴
力
団
員
等
（
公
売
不
動
産
の
入
札
等
が
さ
れ
た
時
に
暴
力
団
員
等
で
あ
つ
た
者
を
含
む
。）

二

法
人
で
そ
の
役
員
の
う
ち
に
暴
力
団
員
等
に
該
当
す
る
者
が
あ
る
も
の
（
公
売
不
動
産
の
入
札
等
が
さ
れ
た

時
に
そ
の
役
員
の
う
ち
に
暴
力
団
員
等
に
該
当
す
る
者
が
あ
つ
た
も
の
を
含
む
。）

第
百
九
条
第
四
項
中
「
）
及
び
」
を
「
）、
第
九
十
九
条
の
二
（
暴
力
団
員
等
に
該
当
し
な
い
こ
と
等
の
陳
述
）、

第
百
六
条
の
二
（
調
査
の
嘱
託
）
及
び
」
に
、「
、
差
押
財
産
等
」
を
「
差
押
財
産
等
」
に
、「
、
随
意
契
約
」
を
「
随

意
契
約
」
に
、「
準
用
す
る
」
を
「
、
そ
れ
ぞ
れ
準
用
す
る
」
に
、「
発
し
」
と
」
を
「
発
し
」
と
、
第
九
十
九
条
の
二

中
「
）
の
入
札
等
を
し
よ
う
と
す
る
者
」
と
あ
る
の
は「
）
を
随
意
契
約
に
よ
り
買
い
受
け
よ
う
と
す
る
者
」と
、「
入

札
等
を
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
と
あ
る
の
は
「
買
い
受
け
る
こ
と
が
で
き
な
い
」
と
、
同
条
第
一
号
中
「
の
入
札

等
を
し
よ
う
と
す
る
者
」
と
あ
る
の
は
「
を
随
意
契
約
に
よ
り
買
い
受
け
よ
う
と
す
る
者
」
と
、同
条
第
二
号
中「
の

入
札
等
を
さ
せ
よ
う
と
す
る
者
」
と
あ
る
の
は
「
を
随
意
契
約
に
よ
り
買
い
受
け
さ
せ
よ
う
と
す
る
者
」
と
、
第
百

六
条
の
二
第
二
項
中
「
の
入
札
等
を
さ
せ
た
者
」
と
あ
る
の
は
「
を
随
意
契
約
に
よ
り
買
い
受
け
さ
せ
よ
う
と
し
た

者
」
と
」
に
改
め
る
。

第
百
十
三
条
第
一
項
中
「
日
（
」
の
下
に
「
不
動
産
を
換
価
に
付
す
る
と
き
は
、
第
百
六
条
の
二（
調
査
の
嘱
託
）

（
第
百
九
条
第
四
項
（
随
意
契
約
に
よ
る
売
却
）
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
る
調
査
に
通
常

要
す
る
日
数
を
勘
案
し
て
財
務
省
令
で
定
め
る
日
。」を
加
え
、
同
条
第
二
項
中
「
の
一
に
該
当
す
る
処
分
又
は
行
為

が
あ
つ
た
」
を
「
に
掲
げ
る
場
合
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
」
に
、「
掲
げ
る
」
を
「
定
め
る
」
に
改
め
、
同
項
第
一

号
中「（
最
高
価
申
込
者
等
の
決
定
の
取
消
し
」
を
「
又
は
第
五
項
（
公
売
実
施
の
適
正
化
の
た
め
の
措
置
」
に
、「
と

き
。」を
「
場
合
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
及
び
第
三
号
中
「
と
き
。」を
「
場
合
」
に
改
め
、
同
項
第
四
号
中「（
売
却

決
定
の
取
消
し
」
を「（
買
受
代
金
の
納
付
の
期
限
等
」
に
、「
と
き
。」を
「
場
合
」
に
改
め
る
。

第
百
八
十
九
条
第
一
項
中
「
前
二
条
」
を
「
第
百
八
十
七
条
又
は
第
百
八
十
八
条
（
罰
則
）」に
改
め
、
同
条
を
第

百
九
十
条
と
す
る
。

第
百
八
十
八
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

第
百
八
十
九
条

第
九
十
九
条
の
二
（
暴
力
団
員
等
に
該
当
し
な
い
こ
と
等
の
陳
述
）（
第
百
九
条
第
四
項
（
随
意
契

約
に
よ
る
売
却
）
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
陳
述
す
べ
き
事
項
に
つ
い
て
虚
偽
の
陳
述

を
し
た
者
は
、
六
月
以
下
の
懲
役
又
は
五
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。

（
租
税
特
別
措
置
法
の
一
部
改
正
）

第
十
五
条

租
税
特
別
措
置
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
二
十
六
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次
中
「

第
二
十
一
条
」
を
「
・
第
二
十
一
条
」
に
改
め
、「
第
三
十
五
条
の
二
」
の
下
に
「
・
第
三
十
五
条
の

三
」
を
加
え
る
。

第
五
条
の
三
第
四
項
第
七
号
ホ
中
「
平
成
三
十
四
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め

る
。第

九
条
の
八
中
「
第
三
十
七
条
の
十
四
第
三
十
五
項
及
び
第
三
十
六
項
」
を
「
第
三
十
七
条
の
十
四
第
三
十
一
項

及
び
第
三
十
二
項
」
に
改
め
、
同
条
に
次
の
二
号
を
加
え
る
。

三

当
該
非
課
税
口
座
に
設
け
ら
れ
た
第
三
十
七
条
の
十
四
第
五
項
第
七
号
に
規
定
す
る
特
定
累
積
投
資
勘
定
に

係
る
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
前
号
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
配
当
等
で
、
当
該
特
定
累
積
投
資
勘
定
を
設
け

た
日
か
ら
同
日
の
属
す
る
年
の
一
月
一
日
以
後
五
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
支
払
を
受
け
る
べ
き
も
の

四

当
該
非
課
税
口
座
に
設
け
ら
れ
た
第
三
十
七
条
の
十
四
第
五
項
第
八
号
に
規
定
す
る
特
定
非
課
税
管
理
勘
定

に
係
る
非
課
税
口
座
内
上
場
株
式
等
の
第
一
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に
掲
げ
る
配
当
等
で
、
当
該
特
定
非
課
税
管
理

勘
定
を
設
け
た
日
か
ら
同
日
の
属
す
る
年
の
一
月
一
日
以
後
五
年
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
支
払
を
受
け
る

べ
き
も
の

第
九
条
の
九
第
二
項
中
「
前
年
十
二
月
三
十
一
日
」
の
下
に
「
又
は
令
和
五
年
十
二
月
三
十
一
日
の
い
ず
れ
か
早

い
日
」
を
加
え
る
。

第
十
条
第
二
項
中
「
平
成
三
十
二
年
及
び
平
成
三
十
三
年
」
を
「
令
和
二
年
及
び
令
和
三
年
」
に
改
め
、
同
条
第

四
項
中
「
平
成
三
十
三
年
」
を
「
令
和
三
年
」
に
改
め
、
同
条
第
五
項
中
「
平
成
三
十
二
年
及
び
平
成
三
十
三
年
」

を
「
令
和
二
年
及
び
令
和
三
年
」
に
改
め
る
。

第
十
条
の
二
第
一
項
中
「
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
」に
、「
百
分
の
三
十
」

を
「
百
分
の
二
十
」
に
改
め
、
同
項
第
一
号
中
「
又
は
同
法
第
十
八
条
第
二
項
た
だ
し
書
」
を
「
、
同
法
第
十
九
条

第
一
項
」
に
、「
同
項
た
だ
し
書
」
を
「
同
項
」
に
、「
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
連
鎖
化
事
業
（
以
下
こ
の
号
に
お
い

て
「
特
定
連
鎖
化
事
業
」
と
い
う
。）の
同
項
に
規
定
す
る
加
盟
者
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
特
定
加
盟
者
」
と
い

う
」
を
「
連
鎖
化
事
業（
同
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
連
鎖
化
事
業
を
い
う
。以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
。）

の
加
盟
者（
同
法
第
十
八
条
第
一
項
に
規
定
す
る
加
盟
者
を
い
う
。以
下
こ
の
号
に
お
い
て
同
じ
」に
改
め
、「
含
む
。）」

の
下
に
「
又
は
同
法
第
二
十
九
条
第
二
項
に
規
定
す
る
認
定
管
理
統
括
事
業
者
若
し
く
は
同
項
第
二
号
に
規
定
す
る

管
理
関
係
事
業
者
（
同
項
に
規
定
す
る
認
定
管
理
統
括
事
業
者
又
は
同
号
に
規
定
す
る
管
理
関
係
事
業
者
が
同
法
第

十
八
条
第
二
項
た
だ
し
書
に
規
定
す
る
特
定
連
鎖
化
事
業
者
で
あ
る
場
合
に
は
、
こ
れ
ら
の
者
が
行
う
連
鎖
化
事
業

の
加
盟
者
を
含
む
。）」
を
加
え
、「
又
は
第
二
十
六
条
第
一
項
」
を
「
、
第
二
十
六
条
第
一
項
又
は
第
三
十
七
条
第
一

項
」
に
、「
当
該
特
定
加
盟
者
」
を
「
こ
れ
ら
の
加
盟
者
」
に
、「
の
計
画
に
係
る
」
を
「
又
は
第
三
十
七
条
第
一
項
の

計
画
に
係
る
」
に
、「
当
該
特
定
連
鎖
化
事
業
」
を
「
こ
れ
ら
の
連
鎖
化
事
業
」
に
改
め
る
。

第
十
条
の
三
第
一
項
及
び
第
十
条
の
四
第
一
項
中
「
平
成
三
十
三
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
三
年
三
月
三
十

一
日
」
に
改
め
る
。

第
十
条
の
四
の
二
第
一
項
中
「
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
る
。

第
十
条
の
五
第
一
項
中
「
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
令
和
四
年
三
月
三
十
一
日
」
に
改
め
、
同
項
第

一
号
ロ
を
削
り
、
同
号
ハ
を
同
号
ロ
と
し
、
同
項
第
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

二

次
に
掲
げ
る
金
額
の
合
計
額

イ

三
十
万
円
に
、
当
該
個
人
の
当
該
適
用
年
の
地
方
事
業
所
基
準
雇
用
者
数
（
当
該
地
方
事
業
所
基
準
雇
用

者
数
が
当
該
適
用
年
の
基
準
雇
用
者
数
を
超
え
る
場
合
に
は
、
当
該
基
準
雇
用
者
数
。
ロ
に
お
い
て
同
じ
。）

の
う
ち
当
該
適
用
年
の
特
定
新
規
雇
用
者
数
に
達
す
る
ま
で
の
数
（
イ
に
お
い
て
「
特
定
新
規
雇
用
者
基
礎

数
」
と
い
う
。）を
乗
じ
て
計
算
し
た
金
額
（
当
該
適
用
年
の
前
々
年
の
一
月
一
日
か
ら
当
該
適
用
年
の
十
二

月
三
十
一
日
ま
で
の
間
に
地
方
活
力
向
上
地
域
等
特
定
業
務
施
設
整
備
計
画
（
地
域
再
生
法
第
十
七
条
の
二

第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
事
業
に
関
す
る
も
の
に
限
る
。）に
つ
い
て
計
画
の
認
定
を
受
け
た
当
該
個
人
の
当

該
計
画
の
認
定
に
係
る
特
定
業
務
施
設
（
以
下
こ
の
号
に
お
い
て
「
移
転
型
特
定
業
務
施
設
」
と
い
う
。）に

お
い
て
当
該
適
用
年
に
新
た
に
雇
用
さ
れ
た
特
定
雇
用
者
で
当
該
適
用
年
の
十
二
月
三
十
一
日
に
お
い
て
当

該
移
転
型
特
定
業
務
施
設
に
勤
務
す
る
も
の
の
数
と
し
て
政
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
証
明
が
さ
れ
た
数

（
イ
に
お
い
て
「
移
転
型
特
定
新
規
雇
用
者
数
」
と
い
う
。）が
あ
る
場
合
に
は
、
二
十
万
円
に
、
当
該
特
定

新
規
雇
用
者
基
礎
数
の
う
ち
当
該
移
転
型
特
定
新
規
雇
用
者
数
に
達
す
る
ま
で
の
数
を
乗
じ
て
計
算
し
た
金

額
を
加
算
し
た
金
額
）
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